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１ 計画策定の背景と趣旨 

⑴ 地球温暖化のメカニズム 

現在、地球の平均気温は 14℃前後ですが、もし大気中に水蒸気、二酸化炭素、メタ 

ンなどの温室効果ガスがなければ、マイナス 19℃くらいになります。太陽から地球に

降り注ぐ光は、地球の大気を素通りして地面を暖め、その地表から放射される熱を温

室効果ガスが吸収し大気を暖めているのです。 

 近年、産業活動が活発になり、二酸化炭素、メタン、さらにはフロン類などの温室

効果ガスが大量に排出されて大気中の濃度が高まり熱の吸収が増えた結果、地表面の

温度が上昇しています。この現象を「地球温暖化」といいます。 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/） 

⑵ 国際的な動向 

   1988（昭和 63）年に世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）により国連の組織 

として設立された「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」において、温暖化に関す 

る最新の知見がまとめられ、これまで５回にわたり、温暖化の科学・影響・対策に関 

する報告書を公表しています。 

   1992（平成 4）年の国連環境開発会議（地球サミット）において、地球温暖化がも 

たらす様々な悪影響を防止するための国際的な枠組みを定めた「気候変動に関する国
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際連合枠組条約（気候変動枠組条約）」が採択され、1994（平成 6）年 3 月に発効し、

先進国については温室効果ガスを 1990（平成 2）年の排出水準に戻すことが努力目標

とされました。 

   1997（平成9）年12月に京都で開催された気候変動枠組条約第３回締約国会議（COP3） 

において、先進国全体で 5パーセント以上の温室効果ガス削減を義務づける京都議定 

書が採択され、2005（平成 17）年 2 月に発効条件を満たし、法的拘束力が発生しまし 

た。 

   2007（平成 19）年に発表された IPCC の第４次評価報告書の中で、「温暖化には疑う 

う余地はない」と断定し、大気や海洋の世界平均温度の上昇、南極や北極の氷及び山 

岳氷河などの広範囲にわたる減少、世界平均海面水位の上昇等が観測され、今や地球 

が温暖化していることは明らかとしています。 

   2008（平成 20）年、北海道洞爺湖で開催された主要国首脳会議（G8 洞爺湖サミッ 

ト）において、「2050（平成 62）年までに世界全体の排出量を少なくとも 50％削減を 

する」との目標を気候変動枠組条約締約国と共有し、採択を求めることで合意されま 

した。 

2013（平成25）年に発表されたIPCCの第５次評価報告書によると、気候変動は陸地 

と海洋の炭素吸収を一部相殺してしまうことの確信度は高い。この結果、排出された

二酸化炭素は、大気中により多く残ることになる。海洋へのさらなる炭素の蓄積の結

果、海洋酸性化が進行する。二酸化炭素の累積排出量と世界平均地上気温の上昇量は、

ほぼ比例関係にあるという新しい見解などが報告されています。  

 

⑶ 我が国の動向 

国際的な動向を受け、我が国では平成 11 年に「地球温暖化対策の推進に関する法

律」（以下、「地球温暖化対策推進法」という。）を制定し、地球温暖化対策への取組

として、国、地方公共団体、事業者及び国民それぞれの責務を明らかにし、その後

の改正を経て、各主体の取組を促進するための法的な枠組が整備されました。 

    また、平成 17年２月の京都議定書の発効を受けて、同年４月に「京都議定書目標

達成計画」（以下、「目標達成計画」という。）を策定し、京都議定書で定められた基

準年（1,990 年）比６％削減に向けた基本的な方針や温室効果ガスの排出削減等に関

する具体的な対策、施策が示されました。 

    さらに、世界に向けては 2007 年に世界全体の排出量を 2050 年までに半減させる

ことを全世界の共通目標とすることを提案する「クールアース 50（美しい国 50）」

を発表し、翌 2008 年のダボス会議では、世界の排出量を今後 10年から 20年の間に

ピークアウトし、2050 年には少なくとも半減するという「クールアース推進構想」

を表明しました。 

    その後の我が国の取組としては、「クールアース 50」、「クールアース推進構想」を

世界に発信し、世界の温室効果ガス排出量を 2050 年までに半減させることを提案し

た責任として、「低炭素社会づくり行動計画」を策定し、2050 年までに現状から 60

～80％削減するという目標を定めました。 
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⑷ 新潟県の動向 

   新潟県においては、平成９年に「新潟県生活環境の保全等に関する条例」に基づき 

地球環境保全対策の指針として、「新潟県地球温暖化対策地域推進計画」が策定され 

ました。この計画では、2010（平成22）年までの計画期間において「2000年において、 

二酸化炭素排出量を1990年レベルまで削減し、2000年以降、できる限り排出量を削減 

させること」が目標に掲げられています。 

この目標達成に向けて、チーム・マイナス６％や環境にやさしい買い物運動などの 

県民運動の普及・拡大を図るとともに、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づ 

き、県が指定した「新潟県地球温暖化防止活動推進センター」や県が委嘱した「地球

温暖化防止活動推進員」を通じて普及啓発活動の推進に取り組んでいます。 

また、平成10年３月に「環境にやさしい新潟県の率先行動計画」が策定され、県の 

すべての機関で、省エネ・省資源、廃棄物の発生抑制・リサイクルなどの取組が進め

られています。 

また、これまでの意識啓発に加え、地球温暖化防止行動の取組機会を提供する仕組 

みとして、新潟県版カーボン・オフセットの構築・普及にも取り組んでいます。 

 

⑸ 三条市のこれまでの取組 

   ≪当市の各種計画≫ 

   ●三条市バイオマスタウン構想【2008（平成 20）年２月策定】 

   本市が有する豊かな水田や野菜、果樹類、園芸苗木等豊富な畑地を活かしたバ

イオマスタウンの形成に向けて、堆肥化、燃料化、エネルギー回収の３つの柱を

基本にバイオマスの利活用を推進してきました。 

 

●三条市環境基本計画【2008（平成 20）年３月策定】 

     三条市環境基本条例第 10 条の規定に基づき、本市における環境政策を総合的か

つ計画的に推進していくための指針とすることを目的として策定しました。 

     自然環境、生活環境、快適環境、地球環境という環境対象ごとに施策を示し、

その中の地球環境施策という位置づけのもと、地球温暖化防止に向け、市として

の率先的な取組の実施及び事業所、家庭における地球温暖化対策の普及促進を図

ってきました。 

 

●人と地球にやさしい三条市の率先行動計画（三条市地球温暖化防止実行計画）  

【2011（平成23）年４月策定】 

     市内最大の事業体であり環境に負荷を与えている立場という面から、事務事業 

に関する地球温暖化対策として、本計画を策定し、省エネルギー、省資源、ごみ

の減量、リサイクルなど環境に配慮した取組を行ってきました。 
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⑹ 計画の趣旨 

本計画は、地球温暖化対策推進法に基づき、市域における温室効果ガスの排出抑制

のための総合的かつ計画的な施策を策定し、地球温暖化対策の推進を図ることを目的

とするものです。 

 

 

２ 計画の位置付け 

  本計画は、地球温暖化対策推進法第20条第２項の規定に基づき地方公共団体実行計画 

 の区域施策編として策定するものであり、三条市環境基本条例に基づき策定された三条 

市環境基本計画の個別計画に位置付けられます。 

また、「三条市バイオマスタウン構想」、「人と地球にやさしい三条市の率先行動計画（三 

条市地球温暖化防止実行計画）」等の関係する市の計画等や新潟県の地球温暖化対策実行

計画との連携を図ることとします。 

   

 図１ 計画の位置付け 
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３ 計画の対象と期間 

⑴ 対象範囲 

   温室効果ガスは日常における様々な活動から生じており、その排出抑制については、

あらゆる主体による取組が必要となることから市民、事業者、市を活動の対象としま

す。 

 

⑵ 対象とする温室効果ガス 

   本計画で対象とする温室効果ガスは、二酸化炭素とします。 

   京都議定書及び地球温暖化対策推進法では、二酸化炭素、メタン、一酸化炭素、ハ

イドロフルオロカーボン類、パールフルオロカーボン類、六ふっ化硫黄の６種類を対

象としていますが、日本で排出される温室効果ガスの大半を二酸化炭素が占めること

から、二酸化炭素のみを対象とします。 

 

⑶ 計画の期間 

   計画の期間は、市の最上位計画である次期総合計画との整合を図るため、平成26年

度から平成34年度までの９年間とします。次期計画については計画期間の終了に合わ

せて策定することとしますが、社会状況の変化や国、県等の今後の動向も踏まえた中

で必要に応じて見直しを行います。 

    


